
★2024年6月19日成立。「大規模な災害、感染症のまん延など国民の安全
に重大な影響を及ぼす事態への対応」として国が地方自治体に指示できると
する。★日本国憲法は「地方自治」を保障している。戦前は国が空港や港湾
を一元的に管理したことで戦争遂行を容易にしたとして、戦後、港湾法、航
空法で地方自治体にも管理権を認めた。★また、1950年には旧軍港４市
（横須賀・呉・佐世保・舞鶴）の土地施設を平和利用に転換するための「軍
転法」が施行されている。★神戸市は外国艦船に非核証明書の提出を求める
「神戸方式」を１９７５年に市議会で可決し平和行政を進めている。★「改
正地方自治法」は地方自治体を国家の下請け機関と化す危険性を持つ。 
※ちなみに土地規制法は内閣府が一元的に管理、「国防は国の専権事項」と
していることに注意が必要 
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改正地方自治法 

★2024年５月成立。重要経済基盤（重要なインフラや物質のサプライ
チェーン）に関する一定の情報のうち、その漏洩が「我が国の安全保
障」に支障を与えるおそれがある」としたものを「重要経済安保情報」
として秘密指定。★政府による適正評価（セキュリィティ・クリアラン
ス）を実施し、取り扱いは適正評価で認められた者に制限、この際に身
辺調査も導入。★漏洩が生じた場合は刑事罰。適正評価の対象は数十万
人といわれる。50年まで延長が可能でそれまで守秘義務が課せられる。
★「何が秘密かわからない。」 

経済秘密保護法 

自治体を国に従属させる「改悪」 

    大川原化工機事件 
2020年3月社長ら３名が「生物
兵器の製造に転用可能な機器を
中国に不正輸出した」として警
視庁公安部に逮捕・起訴された。
その後えん罪であることが明ら
かになった。担当刑事が「韓国や
中国でネタをあげれば喜ぶ政治
家もいる。地検の評価も上がる」
と述べた」と言われる。 


